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要旨：本研究では，フライアッシュを用いたスランプフローで管理するコンクリートの適用拡大を目的とし，

フライアッシュの混和方法や置換率がコンクリートの材料分離抵抗性へ与える影響を確認した。その結果，

セメント単味の場合と比較して，フライアッシュを混和した配合は間隙通過性の改善や加振による粗骨材の

沈降の抑制を確認し，材料分離抵抗性を確保できることが示唆された。また，フライアッシュを混和するこ

とで，自由落下させた際に生じるコンクリートの飛散が抑制され，配合条件によっては自由落下高さを 2.5m

まで引き上げられる可能性があることがわかった。 
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1. はじめに 

 近年，コンクリート構造物は形状の複雑化や耐震性確

保に伴う過密度配筋化により，スランプで管理するコン

クリートでは流動性の観点から充塡不足による施工不良

が生じることが懸念される。加えて，少子高齢化による

熟練工不足によって，技術力の観点からも施工不良が懸

念される。このような問題に対し，自己充塡コンクリー

トを用いることが対策となることが考えられるが，製造

できる工場が少ないことや品質管理が困難なことからあ

まり適応されていないのが現状である。 

このような背景から，JIS A 5308 の普通強度領域にス

ランプフローで管理するコンクリートが追加された。こ

れは一般的なコンクリートと比較して，高い流動性を有

しており，少ない締固めエネルギーで施工を完了できる

ことが特徴である。また，自己充塡コンクリートと比較

すると，単位セメントの低減により低コストで製造する

ことが可能である。その反面，一般強度領域で材料分離

抵抗性を確保するために単位セメント量が比較的多くな

ることから，日本産業規格では 24N/mm2以下の呼び強度

は認証されていない。 

 一方で，地球温暖化対策として二酸化炭素排出量抑制

する取り組みが行われており，その手法の 1 つとして混

和材を使用することが注目されている。その中でもフラ

イアッシュは，結合材や骨材の代替材として用いること

が可能であり，使用量によっては所要の流動性や材料分

離抵抗性を確保できることが一般的に知られている。加

えて，セメントに対して置換することで二酸化炭素排出

を低減できると考えられる。スランプフローで管理する

コンクリートに対しても同様の効果を得られることが考

えられるが，現状として，フライアッシュを用いた自己

充塡コンクリートの検討事例 1)，2)，3)があるものの，スラ

ンプフローで管理するコンクリートに対して用いた場合

の事例があまりない。 

 そこで本研究では，フライアッシュを用いたスランプ

フローで管理するコンクリートの適用拡大を目的とし，

フライアッシュの混和方法や置換率がコンクリートの材

料分離抵抗性へ与える影響を確認した。 

 

2. 加振に対する材料分離抵抗性について 

2.1 実験概要 

 スランプフローで管理するコンクリートは流動性およ 

 

表－1 使用材料 

使用材料 内容 

セメント C:普通ポルトランドセメント 
密度:3.15g/cm3,比表面積：3380cm2/g 

練り混ぜ水 W：上水道水 

細骨材 

S1,砕砂,東京都八王子 
表乾密度:2.63g/cm3,粗粒率:3.03 

S2:山砂,千葉県富津市鶴岡 
表乾密度:2.61g/cm3,粗粒率:2.60 

粗骨材 

G1:硬質砂岩砕石 2005,東京都八王子 
表乾密度:2.66g/cm3,実績率:59.9% 

G2:石灰岩砕石 2005,高知県吾川郡仁淀川町 
表乾密度:2.70g/cm3,実績率:59.9% 

混和材 FA:フライアッシュⅡ種 
密度:2.23g/cm3，比表面積：3600cm2/m 

混和剤 

AD：AE 減水剤 
リグニンスルホン酸化合物と 

ポリカルボン酸エーテルの複合体 
SP：高性能 AE 減水剤 標準系(Ⅰ種) 
ポリカルボン酸エーテル系化合物 

AE：AE 剤 
変性ロジン酸化合物系 

*1 千葉工業大学大学院 創造工学研究科都市環境工学専攻 (学生会員) 

*2 佐藤工業（株） 技術センター 土木研究部 主席研究員 (正会員) 

*3 電力中央研究所 サステナブルシステム研究本部 構造・耐震工学研究部門 上席研究員 (正会員) 

*4 千葉工業大学 創造工学部都市環境工学科 教授 博(工) (正会員)      
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表－2 コンクリート配合表 

配合群 

No. 

内割 

置換率 

(%) 

W/C 

(%) 

W/B*3 

(%) 

s/a 

(%) 

単位量(kg/m3) 
全重量 

(kg/m3) W C FAC*1 FAS*2 S1 S2 G1 G2 AD SP AE 

1 0 47.1 47.1 43.4 165 350 - - 773 - 1041 - 4.03 - 0.0079 2328 

2 

0 54.7 54.7 50.0 175 320 - - 889 - 919 - - 4.32 0.0160 2303 

10 55.6 50.4 50.0 175 315 32 - 872 - 902 - - 3.92 0.0224 2296 

20 62.5 50.9 50.0 175 280 64 - 868 - 898 - - 3.68 0.0288 2284 

3 

0 54.7 54.7 49.0 175 320 0 30 853 - 883 - - 3.41 0.0158 2261 

10 55.6 50.4 49.0 175 315 32 30 837 - 865 - - 2.90 0.0176 2254 

20 62.5 50.9 49.0 175 280 64 30 833 - 861 - - 2.98 0.0455 2243 

4 

0 50.0 50.0 50.0 175 350 - - 876 - 906 - - 3.86 0.0053 2308 

10 55.6 50.0 49.7 175 315 35 - 864 - 906 - - 3.76 0.0069 2296 

20 62.5 50.0 49.3 175 280 70 - 852 - 906 - - 3.68 0.0175 2284 

5 

0 50.0 50.0 50.0 175 350 - - 876 - 906 - - 4.20 0.0140 2308 

10 55.6 50.0 50.0 175 315 35 - 870 - 900 - - 4.03 0.0210 2295 

20 62.5 50.0 50.0 175 280 70 - 864 - 894 - - 3.85 0.0245 2283 

6 

0 50.0 50.0 50.0 175 350 - - - 873 - 903 - 5.25 0.0053 2301 

10 55.6 50.0 50.0 175 315 35 - - 867 - 897 - 4.73 0.0123 2289 

20 62.5 50.0 50.0 175 280 70 - - 861 - 891 - 4.38 0.0140 2277 

*1：FAC：内割置換量 
*2：FAS：外割置換量 

*3：結合材：B=C+FAC 
 

び材料分離抵抗性を確保し，高い施工性能を有する反面，

所要のフレッシュ性状を得るための配合設計が難しい。

併せて，単位セメント量で材料分離抵抗性を確保する場

合はコストの増加が懸念される。本章ではフライアッシ

ュを用いた場合の流動性や材料分離抵抗性を確保するこ

とが可能であるか検討した。 

 表－1，2 に使用材料とコンクリート配合を示す。単位

結合材量は，「締固めを必要とする高流動コンクリートの

配合設計・施工指針」4)(以降，締固め高流動指針と称す)

をもとに，必要最低限の施工性能を確保できるとされて

いる 350kg/m3を標準とした。配合群No.5をベースとし，

単位結合材量および骨材種類，細骨材率または粗骨材絶

対容積を一定とする配合設計が加振時の材料分離抵抗性

や自由落下時の飛散等の施工性能に影響を与えると考え

られるため，これら配合条件で検討を行った。これに加

え，フライアッシュの混和方法および混和量が与える材

料分離抵抗性への影響について検討した。これらの比較

対象として，従来の施工現場で用いられている 33-12-

20N に相当する配合を追加して確認した。フライアッシ

ュの混和方法は「循環型社会に適合したフライアッシュ

コンクリートの最新利用技術：利用拡大に向けた設計施

工指針試案」5)をもとに，結合材の単位量や細骨材の絶対

容積に対して置換した。混和方法に関して，便宜上，結

合材の単位量に対して置換することを内割，細骨材の絶

対容積に対して置換することを外割と表記する。 

 各試験のはじめに，スランプ試験およびスランプフロ

ー試験，空気量試験を実施した。配合群 No.1 のスランプ

目標値は 12±2.5cm，その他の配合のスランプフロー目

標値は 450±50mm とした。空気量の目標値は全ての配合

で 4.5±1.5%とした。これらの試験に加え，加振に対する

材料分離抵抗性を評価するため，ボックス形容器を用い

た加振時のコンクリートの間隙通過性試験方法(案)(以降，

加振ボックス充塡試験と称す)を JSCE-F 701-2022 に，加

振を行なったコンクリート中の粗骨材量試験方法(案)(以

降，沈下量試験と称す)を JSCE-F 702-2022 に準拠して実

施した。スランプフローで管理するコンクリートにおけ

る各試験の目標値は，締固め高流動指針から，間隙通過

速度は 15mm/s 以上，沈下量試験の粗骨材量比率は 40%

以上とした。また，フライアッシュを用いた場合の粘性

を確認するため，既往の研究 6)を参考にベーンせん断試

験を行った。 

2.2 試験結果・考察 

 表－3 にフレッシュ性状試験結果を示す。すべての配

合で目標値を満足したため，各試験を実施した。 

(1) 加振ボックス充塡試験 

 図－1，2 に加振ボックス充塡試験から得られた間隙通 
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表－3 フレッシュ性状試験結果 

配合群 
No. 

内割置換率 
(%) 

SL 
(cm) 

目標 SLF 
(mm) 

SLF 
(mm) 

目標 Air 
(%) 

Air 
(%) 

 

No.1 0 11.0 

450±50 

- 

4.5±1.5 

4.5  

No.2 
0 20.0 464 × 458 (461) 4.0  

10 20.5 444 × 428 (436) 5.3  

20 20.5 428 × 402 (415) 4.1  

No.3 
0 21.0 440 × 430 (435) 5.0  

10 23.0 444 × 430 (437) 4.3  

20 22.0 434 × 428 (431) 3.5  

No.4 
0 22.5 430 × 420 (425) 5.9  

10 22.5 428 × 417 (423) 4.3  

20 24.0 484 × 478 (481) 4.4  

No.5 
0 23.0 489 × 481 (485) 5.4  

10 22.0 474 × 476 (475) 6.0  

20 21.5 454 × 452 (453) 4.6  

No.6 
0 21.5 438 × 436 (437) 4.7  

10 23.0 494 × 484 (489) 4.6  

20 23.0 436 × 428 (432) 4.4  

 

 
図－1 間隙通過速度 

 

過速度と粗骨材量比率を示す。間隙通過速度は，フライ

アッシュを内割した場合，配合群 No.2，4，5 で，セメン

ト単味の場合と比較して大きい値を示した。また，フラ

イアッシュを用いた場合，概ねすべての配合で締固め高

流動指針の目標値を満足した。粗骨材量比率は，骨材条

件や単位結合材量によらず，セメント単味の場合と比較

して大きい値を示した。これらの要因として，参考文献

5)と同様に，フライアッシュをセメントに対して置換し

たことでモルタルの流動性が向上し，流動障害の影響が

小さくなったことが考えられる。一方で，配合群 No.6 に

おけるセメント単味の配合は，ほかの配合と比較して間

隙通過速度は大きい値を示した。これは，細骨材の粗粒

率が小さいことから，流動障害を通過する際に骨材のか

み合いが生じづらくなったことが考えられる。内割置換

率の増加に伴い，間隙通過速度は小さくなる傾向がみら

れた。これは，図－4 に示すベーンせん断試験の結果か 

 
図－2 粗骨材量比率(加振ボックス充塡試験) 

 
図－3 粗骨材量比率(沈下量試験) 

 

ら，結合材の容積増加によって粘性が増加したことが推

察される。配合群 No.3 はいずれの配合も，同単位結合材

量の配合より間隙通過速度および粗骨材量比率は大きい

値を示した。これは，細骨材に粒形の小さいフライアッ
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シュを置換したことで，粗粒率が小さくなり材料分離抵

抗性が確保されたことが考えられる。以上より，スラン

プフローで管理するコンクリートにフライアッシュを用

いることで，混和方法によらず，間隙通過性が向上する

ことを確認した。 

(2) 沈下量試験 

 図－3 に沈下量試験から得られた粗骨材量比率を示す。

粗骨材量比率は，全ての配合で締固め高流動指針の目標

値を満足し，加振による粗骨材の沈降は問題ない範囲で

あった。しかし，内割の置換量によって粗骨材量比率の

値が変動する結果となった。配合群 No.2，4，5 が内割

10%の場合に粗骨材量比率が低下する原因として，単位

セメント量の減少が少ないことで粘性が低下したと考え

られる。同様の配合で内割 20%となった場合に粗骨材量

比率が上昇する要因としては，結合材容積が増大したこ

とに加え，単位フライアッシュ量が増えたことによって

粘性が増加したことが考えられる。この原因がフライア

ッシュを混和したことで粘性が変動したことが考えられ

たため，ベーンせん断試験を実施して確認した。 

(3) ベーンせん断試験 

 図－4 にベーンせん断試験から得られた最大トルク値

を示す。最大トルク値は，フライアッシュの内割置換率

によって変動した。作業員が手動で行う試験のため，多

少のばらつきはあるものの，十分に結合材を確保した配

合や外割等によって骨材が良好な配合は概ね内割置換率

20%で粘性が向上することを確認した。 

 以上より，フライアッシュを用いたスランプフローで

管理するコンクリートは，締固め高流動指針で設定され

ている目標値を満足し，加振に対する材料分離抵抗性が

向上することを確認した。 

 

3. 自由落下に対する材料分離抵抗性について 

3.1 実験概要 

 コンクリートの自由落下高さが高いと落下時の衝撃に

より材料分離が生じやすいことが一般的に知られている。

これに加え，コンクリートが型枠内に配置された鉄筋が

衝突し材料分離が生じることも考えられる。そのため，

コンクリート標準示方書[施工編]7)(以降，示方書)では，

シュート等の吐出口から打込み面までの自由落下高さは，

1.5m 以下とされている。プレキャスト製品の製造におい

ては，製造する部材によって自由落下高さが 1.5m を超

え，写真－1 のように縦シュートを介して打込む場合が

ある。コンクリートの自重による自然落下の打込みのた

め，シュート内の閉塞や打込み時間を要することで生産

性の低下が懸念される。本試験では，一般構造物やプレ

キャスト製品の生産性向上を目的とし，フライアッシュ

を用いた場合の材料分離の確認および自由落下高さの引 

 
図－4 ベーンせん断試験での最大トルク値 

 

写真－1 バケットによる打込みの例 

  
図－5 自由落下試験概要 

 
写真－2 自由落下後の試料採取位置 
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表－4 自由落下後の試料の様子(自由落下高さ 1.5m) 

配合

群 
No. 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

内割 
0% 

      

内割 
10% 

 

     

内割 
20% 

 

     

 

き上げに関する検討を行った。 

 使用材料およびコンクリート配合，フレッシュ性状試

験の目標値は，2 章で用いたものと同様の条件とした。

試験項目は，フレッシュ性状試験および自由落下試験を

実施した。 

 図－5 に自由落下試験概要を示す。試験方法は，締固

め高流動指針で検討された「自由落下による材料分離試

験」を参考に，コンクリート試料を 2.5L 採取し，天板部

に設置された塩化ビニル管(直径 125mm)に詰めて自由落

下させた。自由落下高さは，一般構造物を想定した 1.5m

とプレキャスト製品の製造を想定した 2.5m の計 2 水準

とした。落下させた試料の飛散の程度は，写真－2 に示

す落下後の試料から，試料がまとまった赤枠の部分を採

取した後，式(1)の通りに飛散率を算出し，フライアッシ

ュを用いた場合の自由落下に対する材料分離を確認した。 

 

𝑆𝑆 = (𝑚𝑚𝑏𝑏 −𝑚𝑚𝑎𝑎)/𝑚𝑚𝑏𝑏 × 100            (1) 

 

ここに，𝑆𝑆:飛散率(%) 

    𝑚𝑚𝑏𝑏:自由落下させる前の重量(g) 

    𝑚𝑚𝑎𝑎:自由落下させた後の重量(g) 

 

3.2 試験結果・考察 

(1) 一般構造物を想定したフライアッシュの混和に

よる飛散率への影響 

 表－4 に自由落下後の試料の様子を示す。自由落下後

の試料を確認すると，どの配合群もセメント単味の場合 

 

 
図－6 飛散率 

(上図：自由落下高さ 1.5m，下図：自由落下高さ 2.5m) 

 

は試料の落下位置の中心から激しく飛散していることに

対し，フライアッシュを内割した配合では落下後も試料
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がまとまる結果となった。目視評価と合わせて，落下後

の試料のまとまった部分を採取し，飛散の程度を確認す

ることとした。 

 図－6 に落下試験から得られた飛散率を示す。自由落

下高さ 1.5m における飛散率は，セメント単味の場合，概

ねすべての配合で一般配合と同等以上の値を示した。こ

れに対し，フライアッシュを内割することで，配合群

No.2，6 を除き，一般配合よりも飛散率は小さくなる傾

向がみられた。この要因として，既往の研究 8)では沈下

量試験における粗骨材量比率と飛散率に正の相関がみら

れ，使用骨材やコンクリートの粘性が自由落下による材

料分離抵抗性に関係しており，内割 10%の場合は同様の

傾向がみられた。内割 20%の場合は粘性が増加する結果

となったが，結合材容積および単位フライアッシュ量の

増加が起因して，塑性粘度が大きくなることで自由落下

による衝撃によってコンクリートの分離が抑制されたこ

とが考えられる。逆に，配合群 No.2 では内割 20%の場合

に飛散率が増加した。この原因として，単位結合材量が

少ないことで粘性が低いことが影響したと考えられる。

加えて，締固め高流動指針では，先行して落下した試料

が続く試料の落下の衝撃を緩衝して材料分離が抑制され

ることが分かっており，これと同様にモルタル量が少な

いことで粗骨材が落下時の影響を大きく受けたと推測さ

れる。配合群 No.3 は同様の単位結合材量であるが，外割

による細骨材の粗粒率改善によって粘性が増加し，飛散

率の低下に有効であることがわかった。しかし，使用骨

材が異なる配合群 No.6 は飛散率が大きいことから，配合

選定の際は使用骨材や細骨材の粗粒率に注意する必要が

ある。一方で，落下させる試料の単位容積重量は計画配

合の全重量と概ね同程度であり，これらと飛散率の関係

も見られないことから，飛散率へ与える影響は小さいと

考えられる。以上より，フライアッシュの混和により打

込み時の飛散を抑えることが可能であると示唆された。 

(2) プレキャスト製品の製造を想定した自由落下高

さの引き上げに関する検討 

自由落下高さ 2.5m における飛散率は，自由落下高さ

が高くなった影響ですべての配合が増大した。フライア

ッシュを内割した場合の傾向は，自由落下高さ 1.5m の

場合と同様にセメント単味の場合と比較して飛散率が小

さくなった。配合群 No.5 では，フライアッシュを内割

20%した場合に一般配合と同程度の値を示した。以上の

結果から，落下高さ 2.5m の場合，配合条件によって飛散

の程度は変動するがフライアッシュの内割により自由落

下高さ 1.5m における一般的なコンクリートと同程度ま

で飛散を抑制できる可能性がある。 

 

4. まとめ 

フライアッシュを用いたスランプフローで管理する

コンクリートの材料分離抵抗性について，本研究で得ら

れた知見を以下に示す。 

1) フライアッシュを用いることで混和方法によらず，

間隙通過性が高まる傾向を確認した。 

2) 加振による粗骨材の沈降は，すべての配合で締固め

高流動指針の目標値を満足した。また，沈降の程度

は粘性に影響を受けており，フライアッシュの内割

置換率によって変動していることを確認した。 

3) 自由落下試験の結果から，フライアッシュを用いる

ことで，打込み時の飛散が抑制され，配合条件によ

っては自由落下高さを 2.5m まで引き上げられる可

能性がある。 
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